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一般事業主行動計画 を ({≧ ・ 変更 )し たので、次世代育成支援対策推進法第 12条 第 1項 又
は第 5項 の規 定に基づ き、下記 の とお り届 け出ます。

記

都 道 府 県 労働 局 長  殿

一般事業主行動計画策定 届

(ふ りが な )
一 般 事 業 主 の 氏 名 又 は 名 称

(ふ りが な )

(法 人 の場合 )代 表者 の氏名
主 た る 事 業

住     所 〒

人

人

人

した 日

届
・
出年月 日  令和 7年 5月 8日

〒675-1li:

兵庫県か古郡縮美町印市1

株式会社舟合

(う ち有期雇用労働者   4人 )

令 和 7年 5月 1日

(○
(C)
無 )

無 )

令 和 7年 5月 9日

))

1.常 時雇用する労働者の数
「
男性労働者の数

ヒ女性労働者の数

2.一 般 事 業 主行 動 計 画 を (てル ・ 変 更 )

２

２

１

１

3.変 更 した場合の変更内容
① 一般事業主行動計画の計画期間
②  目標又は次世代育成支援対策の内容 (既 に都道府県労働局長に届け出た一般事業主行動
計画策定・変更届の事項に変更を及ぼす ような場合に限る。 )

③ その他

4.一 般事業主行動計画の計画期間  令和 7年 5月 1日  ～ 令和 10年 4月 30日

5.規 定整備の状況
① 有期雇用労働者 も対象に含めた育児体業制度
② 有期雇用労働者 も対象に含 めたその他の両立支援制度

6.一 般事業主行動計画を外部へ公表 した 日又は公表予定 日

7.一 般事業主行動計画の外部への公表左法
① インターネ ッ トの利用 (両 立支援:りひろば

。自社のホームページ。その他 (

② その他の公表方法 (

8.一 般事業主行動計画の 者 へ の周 知 の方 法

① 事業所内の見やす への掲示又は備付け ② 書面の交付 ③ 電子メールの送信
④ その他の周知方法

9.一般事業主行動計画を定める際に把握した職業生活と家庭生活との両立に関する状況の分析の概況
①  育児休業等の取得の状況に関する状況把握・分析の実施   ( (滋 7  )
② 労働時間の状況に関す る状況把握・分析の実施       ( (3) )

10.達成 しようとする日標の内容 (数 値 目標で代表的なもののみを記載。 )
① 育児休業等の取得の状況に関す る目標の内容
( 計画期間における男性社員の平均育児休暇取得率を 10%以 上 とする。 )
② 労働時間の状況に関す る日標の内容
( フル タイム労働者 1人 当た り各月毎の法定時間外労働時間を 10時 間未満 とする。 )

11.次 世代育成支援対策の内容 (第 二面 。第二面に記載す ること)

12.次 世代育成支援対策推進法第 13条 に基づ く認定 (ト ライ くるみん認定・ くるみん認定)の
申請をす る予定                         (0・ 無 。未定 )
13.次 世代育成支援対策推進法第 15条 の 2に 基づ く特例認定 (プ ラチナ くるみん認定)の
申請をす る予定                         (0・ 無・未定 )

血岸労働


